
目標年度

当初予算
額

29年度 30年度 令和元年度 2年度

238 293 258

(238) (254) (237)

331 328 326

(320) (284) (324)

139 139 120

(130) (128) (123)

58 58.3 59

(33) (32) (39)

171 170 221

(161) (136) (190)

254 296 269

(217) (279) (249)

1,191 1,284 1,253

(1,099) (1,113) (1,162)

※達成手段の令和２年度行政事業レビューシートは、中間公表段階のものである。

施策の予算額・執行額 1,340
施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

中期防衛力整備計画（平成３１年度～平成３５年度）（平成３０年１２月１８日国家安全保障会議
決定及び閣議決定）
Ⅲ－６－（４）知的基盤

0318

(5) 広報体制の整備(S29) 245 1

　わが国の平和と安全を守る防衛省・自衛隊の活動は、国民一人ひとりの理解と支持があって初め
て成り立つものである。南スーダンＰＫＯやソマリア沖・アデン湾における海賊対処などの海外におけ
る活動及び災害支援活動など、国内外における活動の広がりに伴い、国民の関心の高まりや国民
への説明責任といった観点から、防衛政策や活動内容の積極的な広報活動を実施している。

0316

(6)
防衛研究所における教育
に要する経費(S29)

275 2

　防衛研究所は、防衛省自衛隊の高級幹部の育成のため、諸外国の戦略大学レベル相当の教育
機関として、軍事的視点のみならず、政策的視点から安全保障政策の教育を実施し、国家安全保障
における将来のリーダーを育成するとともに、防衛省の政策立案の資とするための研究を実施する
ことを目的としている。

0315

(3) 印刷物広報(S29) 122 1

　わが国の平和と安全を守る防衛省・自衛隊の活動は、国民一人ひとりの理解と支持があって初め
て成り立つものである。南スーダンPKOやソマリア沖・アデン湾における海賊対処行動、災害派遣な
ど、国内外における活動の広がりに伴い、国民の関心の高まりや国民への説明責任といった観点か
ら、平素から防衛政策や活動内容を積極的に広報する必要があるとの認識のもと、防衛白書やパン
フレットといった様々な印刷物を活用した広報活動を実施している。

0314

(4) 視聴覚広報(S29) 61 1

　わが国の平和と安全を守る防衛省・自衛隊の活動は、国民一人ひとりの理解と支持があって初め
て成り立つものである。南スーダンPKOやソマリア沖・アデン湾における海賊対処などの海外におけ
る活動及び災害支援活動など、国内外における活動の広がりに伴い、国民の関心の高まりや国民
への説明責任といった観点から、平素から防衛政策や活動内容を積極的に広報する必要があると
の認識のもと、防衛政策ビデオやCM映像といった様々な媒体を活用した広報活動を実施している。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
関連す
る指標

達成手段の概要等

令和２年
行政事業レ

ビュー
事業番号

0312

(2) 行事広報(S29) 324 1

(1) 大規模広報施設(H3) 313 1
　わが国の平和と安全を守る防衛省・自衛隊の活動は、国民一人一人の理解と支持があって初めて
成り立つものである。このような理解の促進のためにも自衛隊の現状を、青少年や女性層を含め、
広く国民に紹介する広報活動が重要であるという観点から、様々な広報施設を設け、公開している。

　わが国の平和と安全を守る防衛省・自衛隊の活動は、国民一人ひとりの理解と支持があって初め
て成り立つものであり、そのためにも自衛隊の現状を、青少年や女性層を含め、広く国民に紹介する
広報活動が重要である。　また、災害派遣の一環として音楽隊の慰問演奏会などを各被災地で実施
し、被災者の心の癒しを図るなど、平素から防衛省・自衛隊による各種行事を実施し、親近感の醸成
を図っている。

0313

達成すべき目標
①安全保障・危機管理に対する国民の理解の促進

②防衛研究所を中心とする研究体制の強化

目標設定の
考え方・根拠

【目標設定の考え方】
大綱に従い、統合運用による機動
的・持続的な活動を行い得るものと
するという、前大綱に基づく統合機
動防衛力の方向性を深化させつ
つ、宇宙・サイバー・電磁波を含む
全ての領域における能力を有機的
に融合し、平時から有事までのあら
ゆる段階における柔軟かつ戦略的
な活動の常時継続的な実施を可能
とする、真に実効的な防衛力とし
て、多次元統合防衛力を構築して
いく。

【根拠】
大綱、中期防

政策評価実施
予定時期

令和４年８月

② 防衛研究所を中心とする防衛省・自衛隊の研究体制の強化

国内外の研究教育機関や大学、シンクタンク等
とのネットワーク及び組織的な連携の拡充

研究成果等の提供等による政策立案への寄与

① 国民の安全保障教育の推進

教育機関等への講師派遣

公開シンポジウムの開催

情報発信の強化

令和２年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 知的基盤の強化 担当部局名 防衛政策局、人事教育局

施策の概要

 　安全保障・危機管理に対する国民の理解を促進するため、教育機関等における安全保障教育
の推進に取り組む。また、防衛省・自衛隊において、防衛研究所による研究と政策支援を高い水
準で両立させるため、政策部門との間の連携を促進するとともに、防衛研究所を中心とする研究
体制を一層強化する。その際、政府内の他の研究教育機関や国内外における優れた大学、シン
クタンク等との教育・研究に係る組織的な連携を推進する。

政策体系上
の位置付け

我が国自身の防衛体制の強化
防衛力を支える要素

測定指標 目標 実績
 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の
 根拠

令和５年度 別紙

・中期防において次のとおり示されていることから、これらの取
り組み状況を測定指標として設定。

Ⅲ　自衛隊の能力等に関する主要事業
　６　防衛力を支える要素
　　⑷　知的基盤

国民が安全保障政策に関する知識や情報を正確に認
識できるよう教育機関等への講師派遣や公開シンポジウムの
充実等を通じ、安全保障教育の推進に寄与するほか、安全保
障に係る研究成果等への国民のアクセスが向上するよう効率
的かつ信頼性の高い情報発信に努めるとともに、多様化が進
むソーシャルネットワークの一層の活用や、外国語によるもの
も含む情報発信の能力を高める各種施策を推進する。また、
防衛研究所を中心とする防衛省・自衛隊の研究体制を一層強
化するため、国内外の研究教育機関や大学、シンクタンク等
とのネットワーク及び組織的な連携を拡充する。さらに、高度
な専門知識と研究力に裏付けされた質の高い研究成果等を
政策立案部門等に適時・適切に提供することによって政策立
案に寄与することを図る。

（防衛省０２－⑭）



目標

元
年
度

元
年
度

元
年
度

令和２年度実施施策に係る政策評価の事前分析表（別紙）
（防衛省０２－⑭）

施策名 知的基盤の強化

測定指標 施策の進捗状況

①国民の安全保障教育の推進

教育機関等への講師派遣

●防衛省の各機関が実施する防衛セミナー等において講師を派遣。
●大学において非常勤講師として講義を実施。
●学会、団体等が実施する研究会等において講師を派遣。

公開シンポジウムの開催

●防研主催により、一般公開の国際会議を実施。
・安全保障国際シンポジウム：「一帯一路構想と国際秩序の行方」
・戦争史研究国際フォーラム：「紛争の想定外の拡大」
・ＡＳＥＡＮワークショップ：「米中対立とASEAN」

情報発信の強化

●刊行物等を通じ、防研研究者による論文を発信すると共に防研ＨＰへ掲載。
・「東アジア戦略概観2019」（日・英語）：東アジア地域の戦略情勢等に関して執筆。
・「中国安全保障レポート2020」（日・英・中国語）：中国の安全保障課題を中長期的視点から分析。
・「防衛研究所紀要」：主に現代の安全保障課題についての論文集。
・「戦史研究年報」：戦争史に関する論文集。
・「ブリーフィング・メモ」（日・英語）：そのときどきの安全保障課題について分析。
・「NIDSコメンタリー」（日・英語）：安全保障情勢等に関する解説を執筆。
●防衛研究所専用のツイッターアカウントを開設（令和２年１月）し、タイムリーな情報発信を実施。

元
年
度

②防衛研究所を中心とする防衛省・自衛隊の研究体制の強化

国内外の研究教育機関や大学、シンクタンク等とのネットワーク及び組織的な連携の拡充

研究成果等の提供等による政策立案への寄与

●本省等から要望された調査研究の実施（特別研究）
●本省等の事業等に対して研究者として協力する枠組みである政策支援プロジェクトの実施
●本省等の職員を対象とした昼食時を利用したブラウン・バッグセミナーの開催
●本省等職員を対象とした研究成果発表会の開催
●内部部局等政策担当者との意見交換の実施

●米、韓、中、露、豪、印、パキスタン、東南アジア諸国、欧州諸国、カナダ、北欧及びバルト諸国等の研究機関との２国間あるい
は多国間での教育・研究交流を継続して実施。
●大学との共催により一般公開の安全保障フォーラムを開催。
・国際安全保障フォーラム・イン・関西　2019-20（大阪大学大学院）
・国際安全保障フォーラム・イン・東京　2020（政策研究大学院大学）
●防衛大学校と防衛医科大学校との研究交流覚書を締結し防衛医科大学校との研究交流会を４回実施した。

元
年
度

担当部局名 防衛政策局、人事教育局
政策評価
実施時期

令和４年８月


